
参考資料：データ集（第２章 札幌市産業の現状・課題） 
  

1 現状分析 

(1)人口構造 

 

【伸び率が低下する総人口】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省、国立社会保障・人口問題研究所 

資料：総務省、国立社会保障・人口問題研究所 

札幌市の人口動向
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資料 3 



【減少する生産年齢人口】（※生産年齢人口：15～64 歳）                

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省、国立社会保障・人口問題研究所 

資料：総務省、国立社会保障・人口問題研究所 

札幌市の年齢別人口の推移
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北海道の年齢別人口の推移
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【高齢化の進展】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省、国立社会保障・人口問題研究所 

全国の年代別人口構成の推移
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【札幌広域都市圏の人口推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【若年層の流出】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年代別転出超過数（平成19年）
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資料：札幌市住民基本台帳 

札幌広域圏の北海道の人口に対する割合
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【有効求人倍率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）都市・地域構造については、現在調査・分析中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道労働局 

有効求人倍率（常用）
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（3）産業特性 

①事業所面からの特性 

 

【事業所数・従業員数からみた産業構造】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●事業所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

資料：平成 18 年事業所・企業統計調査 

資料：平成 18 年事業所・企業統計調査 

8.6%

9.8%

9.6%

4.7%

9.6%

25.7%

26.5%

28.0%

11.4%

6.9%

5.6%

15.6%

15.9%

13.7%

6.2%

5.5%

5.4%

20.6%

21.1%

19.9%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

札幌市

北海道

全 　国

　農林漁業 　鉱業 　建設業 　製造業
　電気・ガス・熱供給・水道業 　情報通信業 　運輸業 　卸売・小売業

　金融・保険業   不動産業   飲食店，宿泊業 　医療，福祉
　教育，学習支援業   その他サービス業

8.9%

10.4%

7.6%

5.0%

9.8%

18.3%

26.4%

24.3%

22.8%

10.2%

9.8%

9.0%

10.7%

10.3%

8.9%

19.6%

18.3%

16.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

札幌市

北海道

全　 国

●従業員数 

第 3次産業 

従業員規模別企業数（札幌市）

53.9% 18.1% 12.8% 8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50～99人
100～299人 300～999人 1,000～1,999人 2,000～4,999人 5,000人以上

従業員 50 人未満の企業 93.4％ 

資料：平成 18 年事業所・企業統計調査 

資本金規模別企業数（札幌市）

36.6% 44.2% 4.7%8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

300万円未満 300万円～500万円未満 500万円～1,000万円未満
1,000万円～3,000万円未満 3,000万円～5,000万円未満 5,000万円～1億円未満
1億円～3億円未満 3億円～10億円未満 10億円～50億円未満
50億円以上

1.3％ 

資本金 5,000 万円未満の企業 95.2％ 



 

【産業別事業所数の推移】 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 18 年事業所・企業統計調査 

産業別事業所数の増減（札幌広域都市圏）

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0 8,000 16,000 24,000

　　　　事業所数

Ｈ
8
年
事
業
所
数
～
Ｈ
1
8
年
事
業
所
数
増
加
率

卸売・小売

サービス業

飲食店・宿泊

医療・福祉

情報通信

公務

建設

不動産

製造

鉱業

金融・保険

運輸

教育・学習支援

農林漁

複合サービス業

増加 

産業別事業所数の増減（札幌市）

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0 5,000 10,000 15,000 20,000

　　　　　事業所数

Ｈ
8
年
事
業
所
数
～
Ｈ
1
8
年
事
業
所
数
増
加
率

卸売・小売

サービス業

飲食店・宿泊

医療・福祉

情報通信

公務

建設
不動産

製造

鉱業

金融・保険

運輸

教育・学習支援

農林漁

複合サービス

増加 



 【高い新規創業率・低い廃業率】 
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資料：法務省登記統計(平成 20年)



②市内総生産（市民経済計算）からの特性 

 

【第 3次産業中心の産業構造】 

 

●市内総生産の業種別内訳             ●国内総生産の業種別内訳 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

※行政サービスを除く 

                       

 

 

 

【域際収支から見た産業構造】 

 

 ●北海道の域際収支 

 

 

 

 

 

 

                    

 資料：平成 18 年道民経済計算年報（北海道） 

 

●札幌市の域際収支 

 

          

 

 

 

 

 

                     資料：平成 12 年札幌市産業連関表（札幌市） 
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資料：平成 18 年市民経済計算 資料：総務省統計局（平成 19 年）



 

 

【一人あたり市民所得の低さ】 
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参考 

 

【魅力ある札幌の都市イメージ】 

○地域ブランド調査（情報元：株式会社ブランド総合研究所ＨＰ 地域ブランド調査） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

順位 市区町村 都道府県　 市区町村名 都道府県　 市区町村 都道府県　 市区町村 都道府県　
1 札幌市 北海道 札幌市 北海道 札幌市　　 北海道　　 函館市 北海道
2 神戸市 兵庫 京都市 京都府 函館市　　 北海道　　 札幌市 北海道
3 函館市 北海道 横浜市 神奈川県 小樽市　　 北海道　　 京都市 京都府
3 横浜市 神奈川 函館市 北海道 京都市　　 京都府　　 横浜市 神奈川県
5 京都市 京都 小樽市 北海道 富良野市　 北海道　　 神戸市 兵庫県
6 富良野市 北海道 神戸市 兵庫県 屋久島町　 鹿児島県　 小樽市 北海道
7 小樽市 北海道 鎌倉市 神奈川県 那覇市　　 沖縄県　　 鎌倉市 神奈川県
8 鎌倉市 神奈川 富良野市 北海道 宮古島市　 沖縄県　　 富良野市 北海道
9 那覇市 沖縄 金沢市 石川県 横浜市　　 神奈川県　 金沢市 石川県
10 沖縄市 沖縄 軽井沢町 長野県 石垣市　　 沖縄県　　 軽井沢町 長野県

11 長崎市 長崎 那覇市 沖縄県 神戸市　　 兵庫県　　 屋久島町 鹿児島県
12 金沢市 石川 仙台市 宮城県 旭川市　　 北海道　　 那覇市 沖縄県
13 別府市 大分 奈良市 奈良県 沖縄市　　 沖縄県　　 長崎市 長崎県
14 福岡市 福岡 福岡市 福岡県 金沢市　　 石川県　　 仙台市 宮城県
15 大阪市 大阪 名古屋市 愛知県 仙台市　　 宮城県　　 名古屋市 愛知県
16 仙台市 宮城 長崎市 長崎県 長崎市　　 長崎県　　 奈良市 奈良県
17 奈良市 奈良 倉敷市 岡山県 登別市　　 北海道　　 石垣市 沖縄県
18 旭川市 北海道 別府市 大分県 鎌倉市　　 神奈川県　 箱根町 神奈川県
19 倉敷市 岡山 渋谷区 東京都 軽井沢町　 長野県　　 沖縄市 沖縄県
20 登別市 北海道 沖縄市 沖縄県 釧路市　　 北海道　　 倉敷市 岡山県

2006年度～2009年度別　市の魅力度ランキング(1～20位)
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平成18年度一人あたり市民所得

185 203
228
265 273 244 236

195
244
204 226 188 185

52

70
77
87

164

66
65
110

103

87

74
82

71
123

168
8

16

14

6

13
9

7

7
710

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

札
幌
市

仙
台
市

千
葉
市

東
京
都

川
崎
市

横
浜
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

神
戸
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

（万円）
企業所得/人口

財産所得(非企業部門）/人口

雇用者報酬/人口


